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医療界に信頼され
選ばれる企業をめざす

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環
境が改善する下で、各種政策の効果もあって緩やかな回復傾
向が続きました。しかしながら、欧米における高い金利水準
の継続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う影響
など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスク
となっています。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金
融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。

このような経済環境のもと受託臨床検査業界におきまして
は、2024年度は２年毎に実施されている診療報酬改定の年
度にあたり、診療報酬（検体検査）の引き下げに加えて、人件
費等の上昇や業者間競争が続いていることから事業環境と
しては引き続き厳しい状況にあります。

こうした中で、当中間連結会計期間の業績は、売上高
71,373百万円（前年同期比1.8％増）、営業利益5,170百万
円 （前年同期比0.9％増）、経常利益5,359百万円（前年同期
比1.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益3,426百万
円（前年同期比2.1％増）となりました。当社グループの売上

平素は、格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
ここに、第70期中間報告書

（2024年4月1日～
  2024年9月30日）を
お届けするにあたり、
ご挨拶申し上げます。

株主のみなさまへ

代表取締役社長　近藤 健介

高につきましては、新型コロナウイルス関連検査の受託数は
減少したものの、新型コロナウイルス関連検査以外の受託数
が堅調に推移したことにより増収となりました。また、利益
につきましては、増収に加えて収益性向上に関する各種取り
組みの効果もあり増益となりました。

2024年度は、第９次中期経営計画（2024年度～2028年
度）の初年度にあたります。

本中計においても引き続き人々の健康に資することを事業
の目的として医療界に信頼され選ばれる企業をめざすととも
に、「10年先を見据えた事業拡大を確固たるものにする」た
めの期間として、事業の成長を維持しつつ集中投資による事
業基盤の大幅な拡充を進めてまいります。

株主のみなさまには、一層のご指導とご支援を賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。
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営 業 の 概 況

事業内容 事業内容事業内容 事業内容

臨床検査事業
医療情報システム

事業食品衛生事業 その他事業

業績 業績業績 業績

■ 臨床検査　
■ 治験検査

■ 電子カルテシステム　
　‒ 開発・販売
　‒ 保守サービス

■ 調剤薬局
■ SMO

連結
売上高

連結
売上高

連結
売上高

連結
売上高65,665百万円 2,622百万円2,360百万円 726百万円

ルーチンから特殊検査まで
4,000項目を超える検査を実
施しています。

診療所版電子カルテシステム
「Qualis	Cloud」、「Qualis」
及び「Medical	Station」の
販売・保守を行っています。

調剤薬局事業と高精度検
査で医薬品開発をサポー
トしています。※	SMO：	特定の医療機関（治験実

施施設）と契約し、その施設に限
定して治験業務を支援する機関。

新規獲得の強化を図ると
ともに、既存ユーザーに
対する新規検査項目・独
自検査項目・重点検査項
目拡販等の深耕営業を実
施することで業績の拡大
を図りました。この結
果、臨床検査事業の売上
高は前年同期比2.0％の
増収となりました。

Qualis Cloud販売の一
時停止により、新規販売
が低調であったことや、オ
ンライン資格確認等シス
テムの需要が一巡したこ
とに伴い導入が減少した
ことで前年同期比1.0％
の減収となりました。

食品コンサルティングで
店舗点検の受注が増加し
たことや、腸内細菌検査
の受託数が堅調に推移し
たことで、売上高は前年
同期比4.5％の増収とな
りました。

治験実施医療機関支援
（SMO）業務で大型案件
への対応が終了したこと
に加えて、調剤薬局事業
で診療報酬（薬価）引き
下げの影響の他、新型コ
ロナウイルス治療薬の処
方箋枚数や発熱外来の患
者数が減少しました。こ
れらにより、前年同期比
10.5％の減収となりま
した。

2024年3月期 2025年3月期

2,360

前年同期比

4.5%
UP

5,019

2,258

通期 中間期

2024年3月期 2025年3月期

126,454

前年同期比

2.0%
UP

64,391 65,665

通期 中間期

事業別
売上高構成比

92.0%

事業別
売上高構成比

3.3%

事業別
売上高構成比

3.7%

事業別
売上高構成比

1.0%

2024年3月期 2025年3月期

4,874

2,622

前年同期比

1.0%
DOWN

通期 中間期

2,647

2024年3月期 2025年3月期

726

前年同期比

10.5%
DOWN

1,616

811

通期 中間期

■ 食品コンサルティング
■ 食品・環境検査
■ 腸内細菌検査

食環境の総合的な衛生
管理、消費者の健康と
食の安全を支援してい
ます。
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連 結 決 算 の 概 要

連結貸借対照表の概要（百万円）

配当について

連結損益計算書の概要（百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書の概要（百万円）

　当社グループは、株主さまに対する利益還元を経営の重要課
題の一つと位置づけたうえで、安定的な経営基盤の確保と資本
利益率の向上に努めるとともに、配当については安定配当の維
持・継続を基本方針としつつ、連結業績に応じた配当水準の向
上に努めております。なお、当期の中間配当は50円とし、期
末配当の50円、創立70周年の記念配当20円と合わせて年間
では、1株当たり120円の配当となります。

　流動資産で現金及び預金等が減少
した一方、 固定資産が増加したこと
で、1 7 3,4 8 5 百 万 円（ 前 期 末 比
2,494百万円増）となりました。

POINT! 資産

　流動負債で未払法人税等が増加した
ことで、41,496百万円（前期末比
645百万円増）となりました。

POINT! 負債

　 利 益 剰 余 金 が 増 加したことで、
131,989百万円（前期末比1,849百万
円増）となりました。

POINT! 純資産

　営業活動によるキャッシュ・フローは、
9,386百万円の資金収入（前年同期比
1,607百万円収入減）となりました。投資
活動によるキャッシュ・フローは、13,380
百万円の資金支出（前年同期比4,046百
万円支出増）となりました。財務活動によ
るキャッシュ・フローは、2,579百万円の資
金支出（前年同期比776百万円支出減）
となりました。

POINT! キャッシュ・フロー

　新型コロナウイルス関連検査の受託数は減少したものの、新型コロナウイルス関連検査以外の受託数が堅調に推移し
たことにより増収となりました。また、利益については、増収に加えて収益性向上に関する各種取り組みの効果もあり増
益となりました。

POINT! 連結損益計算書

さらに詳しい情報はWebへ BML　IR 検 索

当中間連結会計期間末
（2024年9月30日現在）

資産合計
173,485

有形固定資産
60,446

無形固定資産
4,884
投資

その他の資産
6,703

流動資産
101,452

固定資産
72,033

負債・純資産合計
173,485

株主資本
126,129
その他の
包括利益累計額
1,579
新株予約権
23
非支配株主持分
4,256

流動負債
35,079
固定負債
6,417

負債
41,496

純資産
131,989

前連結会計年度末
（2024年3月31日現在）

資産合計
170,991

有形固定資産
51,833

無形固定資産
4,792
投資

その他の資産
6,388

流動資産
107,977

固定資産
63,014

負債・純資産合計
170,991

株主資本
124,193
その他の
包括利益累計額
1,649
新株予約権
23
非支配株主持分
4,273

流動負債
34,648
固定負債
6,203

負債
40,851

純資産
130,140

（予想）

中間期
通期
特別配当
記念配当

2025年3月期

50.0
円

50.0
円

2024年3月期

40.0
円

40.0
円

2023年3月期

40.0
円

40.0
円

20.0
円

20.0
円

20.0
円

20.0
円

当中間連結会計期間
（2024年4月1日～2024年9月30日）

投資活動による
キャッシュ・フロー
△13,380

現金及び
現金
同等物の
期首残高
70,338

現金及び
現金
同等物の
中間期末残高
63,765

営業活動による
キャッシュ・フロー

9,386
財務活動による
キャッシュ・フロー
△2,579

3,426

5,359

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に
帰属する
中間純利益

当中間連結会計期間
（2024年4月1日～2024年9月30日）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に
帰属する
中間純利益

71,373

5,170

3,355

5,275

70,109

5,123

前中間連結会計期間
（2023年4月1日～2023年9月30日）
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特 集

BMLグループでは「10年後も持続的な成長が可能な基盤の構築」をコンセプトとして、BML総合研究所6期棟をはじめ
Labcorp棟、病理学的検査のＰCLジャパン新東京ラボ、食品衛生事業のBMLフード・サイエンス新検査棟を建設（稼働）しました。
これにより、検査能力を2023年度比125～200%に拡張します。また、BML総合研究所6期棟では、年間10億円のコスト
削減効果を見込んでいます。

BMLフード・サイエンス 新検査棟 BMLメディカルワークス

Labcorp棟

BML総合研究所 6期棟

BML総合研究所 既存棟

新棟完成図 （埼玉県川越市）

BMLグループの新棟竣工について
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特 集 BMLグループの新棟竣工について

竣 工
稼働予定
検査能力
場 所

竣工予定
稼働予定
検査能力
場 所

稼 働
検査能力
場 所

■	DX化：作業工数の20%削減

検査工程

【次世代フロンティア・ルーチン検査工程】
■	省人化：１テスト当たりの人件費15%削減

【ケミストリー・ヘマトロジー・細菌】
■	最新鋭機導入
【免疫・質量分析・ゲノム】
■	高性能・高効率試薬の開発及び導入

竣 工
稼働予定
場 所

2024年8月
2025年1月
140～150％
埼玉県川越市

2024年11月
2025年1月
166～200％
東京都新宿区

2024年5月
125％
埼玉県川越市

2024年8月
2025年1月
埼玉県川越市

：
：
：
：

：
：
：
：

：
：
：

：
：
：

新棟の概要 検査能力の拡張

コスト削減の効果

新棟の竣工及び稼働時期や建設場所等についてご紹介します。 検査能力を2023年度比125～200%に拡張します。

総合研究所6期棟の全検査工程で合計10億円の削減効果を見込んでいます。
BML総合研究所 
6期棟

BML総合研究所 既存棟

PCLジャパン 新東京ラボ
（病理学的検査）

BMLフード・サイエンス 
新検査棟（食品衛生事業） 削減効果：150百万円

削減効果：200百万円

削減効果：650百万円

Labcorp棟 BML総合研究所 PCLジャパン（病理学的検査） BMLフード・サイエンス（食品衛生）

受付

受付

受付

前処理

前処理

前処理

検査

検査

検査

報告

報告

報告

2023年度
ルーチン検査 26,807千検体/年
微生物検査 2,720千検体/年
ゲノム検査 1,050千検体/年

2023年度
病理検査 125千検体/年

細胞診検査 481千検体/年

2023年度
腸内細菌検査	等 6,609千検体/年

2028年度
40,000千検体/年 150%
3,800千検体/年 140%
1,600千検体/年 150%

2028年度
250千検体/年 200%

800千検体/年 166%

2028年度
8,280千検体/年 125%
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特 集 BMLグループの新棟竣工について

環  境

「サステナビリティ」10年後も持続的な成長が可能な基盤の構築
Concept

環境負荷低減への配慮

激甚化する災害への対応

太陽光発電装置の設置
新棟南壁面全面に発電パネルを設置し、自然エネルギーを活用

空調設備の高効率化
高効率熱源機器によるエネルギー効率向上

浸水対策

BML総合研究所全体の検査機能を２F以上に再配置

震災対策

新棟は免震構造による建築
既存棟は耐震構造 ＋ 検査機器への免震装置

被災時対策

電力・水道供給のバックアップ
→非常用発電設備（新棟72時間の電力供給）
→上水、純水タンク（BML総合研究所全体の２日～３日の供給量確保）

再生可能エネルギーの活用
電力をより多く使用しているBML総合研究所で

は、再生可能エネルギーの活用を積極的に行って
います。

BML総合研究所新棟の南側壁面には太陽光パネ
ルを設置し、再生可能エネルギーを活用していま
す。太 陽 光 パ ネ ル に よ る 年 間 推 定 発 電 量 は
291,000kwh、CO2削減量は約123t-CO2を見込
んでいます。

また、BML総合研究所の電力の一部は再生可能
エネルギー由来の電力を活用し、CO2排出削減に
貢献しています。

浸水対策
BML総合研究所1階に設置されている検査機器等について、

新棟建設後は2階以上のフロアに設置（再配置）する計画です
が、それまでの備えとして2023年12月に浸水対策工事が完
了しました。これにより現在のBML総合研究所はグランドレ

BCP

ベル1メートルまでの浸水に耐えられる体制が整いました。
さらに、地下からの湧き水対策として地下ピット内に排水ポ

ンプを設置することで万全な体制が整備されました。

止水ドア 止水板付シャッター太陽光パネル

〔年間〕
CO2削減量

478t-CO2 /年

免震継手

キュービクル・受水槽

柱頭免震

RC壁（出入口は水密扉）

機械室等

屋外排水処理施設屋外排水処理施設

オイルタンク純水タンク

防水
マンホール

入間川
▽GL＋2.5m

非常用発電機
6期棟・Labcorp棟
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株価チャート

会 社 概 要 （2024年9月30日現在）

発行済株式の総数  39,006,609株
 （自己株式3,287,817株除く）

単元株式数  100株

株主数  6,068名

大株主

株式分布状況

※1 当社は、自己株式3,287千株を保有していますが、上記大株主から除いております。
※2 日本マスタートラスト信託銀行株式会社は、全て信託業務に係わる株式であります。

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

株式会社ビーエムエル企画 10,154 26.03
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,596 9.22
近藤 健介 3,172 8.13
STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 1,191 3.05
近藤 シゲ 1,080 2.76

会社概要

公告掲載URL　https://www.bml.co.jp/
（ただし、電子公告によることができないやむを得ない事由が生じた
場合は、日本経済新聞に公告いたします。）

商号 株式会社ビー・エム・エル
（英名　BML, INC.）

本社所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷5-21-3
TEL: 03-3350-0111（代表）
https://www.bml.co.jp/

BML総合研究所 埼玉県川越市的場1361-1
TEL: 049-232-3131（代表）

設立 1955年7月
資本金 60億45百万円
従業員数 4,586名（連結）
事業内容 臨床検査の受託業務等

株価（円）

（年／月）

出来高（株）

0

2,000,000

4,000,000
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出来高株価

所有者別
状況

所有数区分別
状況

（株主数）

金融機関 15.44%

証券会社 1.11%

その他国内法人 29.79%

個人・その他 21.67%

外国人 24.22%

自己株式 7.77%

1単元以上 68.96%

5単元以上 5.34%

10単元以上 6.77%

50単元以上 1.22%

100単元以上 1.27%

500単元以上 0.26%

1,000単元以上 0.58%

5,000単元以上 0.23%

自己株式 0.01%

1単元未満 15.36%

株 式 の 状 況 （2024年9月30日現在）

役員

代表取締役社長 近藤　　健介

代表取締役副社長 荒井　　信貴

代表取締役専務執行役員 武部　　憲尚

取締役執行役員 大澤　　英明

取締役執行役員 柴田　　健治

取締役執行役員 山下　　祐二

社外取締役 寄高　由季子

社外取締役 新井　　龍晴

社外取締役 大澤　　　茂

常勤監査役 森下　　健一

社外監査役 德尾野　信成

社外監査役 出縄　　正人

常務執行役員 近藤　　正巳

常務執行役員 木越　　浩之

執行役員 榎本　　　聡

執行役員 山口　　敏和

執行役員 武井　　勝明

執行役員 青野　　道博

執行役員 矢野間　載洋

執行役員 中原　　洋見

執行役員 酒巻　　　豊

執行役員 山下　　和宏

社長及び副社長は執行役員を兼務しています。

（株）第一岸本臨床検査センター

（株）松戸メディカルラボラトリー

（株）岡山医学検査センター（株）ラボテック

微研（株）

（株）ピーシーエルジャパン
（株）ジャパンクリニカルサービス

（株）BMLライフサイエンス・ホールディングス
（株）アレグロ
（株）BMLフード・サイエンス

（株）日研医学

（株）東海細胞研究所

（株）BMLメディカルワークス

（株）オー・ピー・エル

（株）九州オープンラボラトリーズ
（株）QCL

（株）盛岡臨床検査センター

グループ企業



当検査室では、主に細胞を取り扱う検査項目を担当しており、
無菌培養技術を用いて、血液から分離した単核球分画に含まれ
る細胞の活性や機能により生じた現象を評価しています。各検
査工程は自動機を利用するのが難しい部分が多くあるため、 
主に用手法で実施していますが、ヒューマンエラーの低減や 
トレーサビリティ強化のため、自動機の導入を進め、精度向上
に取り組んでいます。

細胞生物課

こんな検査をやってます!!

未払配当金のお支払い
株主名簿管理人※

住所変更、単元未満株式の買取・買増、配当金受取方法の指定等
〈証券会社をご利用の場合〉 〈証券会社をご利用でない場合〉

お取引のある証券会社 特別口座の口座管理機関である
日本証券代行株式会社※

株主メモ

決算期 3月31日
定時株主総会 6月
基準日 定時株主総会権利行使株主確定 3月31日

株主配当金受領株主確定 3月31日
中間配当金受領株主確定 9月30日

株主名簿管理人 日本証券代行株式会社
東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号

（〒103-8202）
株式お手続き用紙のご請求をインターネット
でもお受け付けいたしております。
URL https://www.jsa-hp.co.jp/name/index.html

各種手続のお申出先

（電話お問合せ・郵便物送付先）

※ 取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の全国本支店でも行っております。

日本証券代行株式会社
東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-8620）
0120-707-843（フリーダイヤル）

▲CMV検査における染色スライド標本の解析▲T-SPOT単核球分離装置 ▲T-SPOT解析装置

・薬剤リンパ球刺激試験
　�(薬剤によるアレルギー反応を疑った時に
原因薬を特定する検査)
・T-SPOT検査
　(結核の感染の有無を調べる検査)
・サイトメガロウイルス(CMV)抗原検査
　(活動的なCMV感染の有無を調べる検査)


